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5 精神疾患の医療
（１）予防・アクセス

１ 現状と課題

現　　状 課　　題
○�厚生労働省の令和２年（2020）年患者調
査によると、県内の医療機関を受診してい
る精神疾患の患者数は約88,000人、う
ち、うつ病を含む気分障害の患者数は約
12,000人、統合失調症の患者数は約
11,000人と推計されます。（図表7-1-5-
1）
○�また、令和４（2022）年度の障害者自立
支援医療（精神通院）受給者数は、
33,959人で、平成29（2017）年度か
ら約1.2倍に増加しています。（図表7-1-5-
2）
○�精神保健福祉手帳の交付者数は、令和４
（2022）年度で、１級1,535人、２級
11,589人、 ３ 級5,364人 で、 合 計
18,488人です。（図表7-1-5-3）
○�うつ病と密接な関係があると言われている
自殺について、愛育委員、栄養委員、民生
委員等の訪問声かけ活動が地域の絆を強固
にすることで、本県における自殺死亡率の
低下に大きく寄与しています。平成元年以
降、県の自殺死亡率は全国を下回り、令和
４（2022）年の県の自殺死亡率（人口
10万人あたり死亡者数）は15.9であり、
これは全都道府県で低い方から10番目で
す。（図表7-1-5-4、図表7-1-5-5）
○�保健所や精神保健福祉センターでは、HP
等で広く相談窓口を周知するとともに、心
の健康づくり県民講座の実施、パンフレッ
ト配布等、心の健康に関する普及啓発を実
施しています。
○�本県のひきこもりの状態にある者の数は、
令和４（2022）年に国が行った実態調査
等を基に､ 約２万人と推計しています。

○�心の健康の保持・増進を図る予防対策に努
めるとともに早期対応のための相談窓口の
充実など体制の整備が必要です。

○�自殺の背景として、うつ病等の心の問題の
ほか、家庭や学校、職場、地域などの社会
的要因が複雑に関係することから、県民へ
の普及啓発や相談体制の充実に加え、多方
面の関係者の連携を強化し、効果的な予防
対策を着実に実施する必要があります。

○�精神疾患に関する知識の普及啓発や偏見の
解消は、県民が早期に必要な精神科医療を
受けることのできる環境づくりに資するも
のであり、継続していく必要があります。

○�ひきこもりの状態にある方への支援は、
個々のケースに応じて、保健、医療、福祉、
教育等の関係機関が連携して支援していく
必要があります。
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○�精神保健福祉センターに依存症コーディ
ネーターを配置し、大学・企業を対象に適
切な飲酒の理解促進、危険飲酒者の早期発
見・早期介入を行っています。（６大学312
人、２企業36人参加）（健康推進課・令和４

（2022）年度実績）
○�保健所、精神保健福祉センター、市町村で
は、精神保健福祉に係る指導を16,068
人（実人数）に対し実施しており、うち
4,300人は訪問による指導です。

　�（厚生労働省「令和３（2021）年度地域保健・
健康増進事業報告」）

○�地域での困難事例については、精神保健福
祉センター、保健所等による多職種・多機
関によるアウトリーチ※（訪問）支援によ
り、地域生活支援を図っています。（図表
7-1-5-6）

○�公立学校において、スクールカウンセラー
が児童生徒や保護者の相談等に応じる中
で、精神疾患の可能性が疑われる場合は、
教育分野の知識に加え、社会福祉等の専門
的な知識や技術を有するスクールソーシャ
ルワーカー等と連携し、医療・福祉等の関
係機関へつなぐなど、児童生徒や保護者へ
の支援を行っています。

○�内科医等かかりつけ医によるうつ病など精
神疾患の早期発見を目的とし、平成20
（2008）年度よりかかりつけ医向けの精
神疾患に係る研修を実施しており、累計
928人が受講しています。

　（健康推進課・令和４（2022）年度末実績）

○�保健所、精神保健福祉センター、市町村な
どの地域保健は、精神疾患の発症予防・早
期発見に重要な役割を担っており、心の健
康に関する指導助言をするとともに、医療
や障害福祉サービスと連携し、住民の状態
に応じたサービスへ適切につないでいく必
要があります。

○�多職種チームによるアウトリーチ支援は、
今後も、ますます重要になります。

○�問題行動や不登校等の未然防止の観点か
ら、スクールカウンセラーの配置拡充など
の教育相談体制の充実や、スクールソー
シャルワーカー事業の一層の充実により、
医療・福祉等の関係機関等と連携した児童
生徒や保護者等への支援体制のさらなる強
化が必要です。

○�かかりつけ医による早期発見が重要である
ことから、さらなる受講者の増加を図る必
要があります。

○�かかりつけ医等と精神科医との連携の強化
が必要です。

※　アウトリーチ
　�　未治療の者や治療中断等の者に対して、多職種による専門職がチームを組んで、必要
に応じて訪問を行い、保健・医療・福祉サービスを包括的に提供することにより、在宅
生活の継続が可能となるよう働きかけることをいう。
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２ 施策の方向

項　　目 施策の方向
発症予防
早期発見
早期治療

○心の健康の保持・増進に関して、職域や教育機関等と連携し、研修
や相談窓口の充実を図ります。
○保健所・精神保健福祉センター・市町村は、保健活動の中で精神科
医療が必要な人に対する相談・受療勧奨や訪問（アウトリーチ）支
援を実施します。また、市町村が行う精神保健に課題を抱える人へ
の相談支援に対して、当該者への適切な支援が確保されるよう保健
所・精神保健福祉センターが中心となって、必要な支援を行います。
○精神疾患に関する正しい知識の普及啓発や偏見の解消により、誰も
が精神科医療を受診しやすい環境づくりを図ります。
○保健所・精神保健福祉センターが中心となって、住民の心の健康づ
くりや精神疾患の早期発見に取り組み、必要な医療や福祉サービス
が円滑に提供される体制を構築します。
○保健、医療、福祉､ 教育等の関係機関が連携して実態把握に努める
とともに、ひきこもり地域支援センターや保健所・支所、市町村な
どにおいて、ひきこもりに悩む家族や本人の相談に早期に対応し、
必要なサービスにつながるよう支援します。
○精神疾患の早期発見・早期治療ができるよう、かかりつけ医や精神
保健福祉等関係者を対象とした精神疾患に関する知識・技術等に係
る研修の充実を図ります。
○精神科の医療機関の偏在に対応するため、精神科の的確な医療が受
診できるようにICTなどの活用も検討しながら地域医療の連携体制
の構築を図ります。
○精神科医療機関の偏在に対応するため、精神科病院等と連携して訪
問診療・訪問看護など、精神科医療が受診できる体制が整備される
よう進めます。
○公認心理師や臨床心理士等の専門家が、生徒・保護者に対するカウ
ンセリングや教職員に対する助言等を行うなど、早期対応に向けた
教育相談体制の充実を図ります。

自殺予防 ○うつ病による自殺を予防するために、うつ病について普及啓発に努
めるとともに、相談体制の充実と診療体制の強化を図ります。
○自殺総合対策大綱（令和４（2022）年10月閣議決定）を踏まえ
た自殺対策に総合的に取り組み、誰も自殺に追い込まれることのな
い社会の実現を目指します。

○岡山県自殺対策推進センターにおいて、各種情報の提供や普及啓発
事業を行うとともに、関係機関・団体等のネットワーク化の推進や
市町村職員をはじめ関係機関・団体の担当者等の人材育成を図りま
す。
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図表7-1-5-2　障害者自立支援医療費（精神通院）受給者の推移

（資料：岡山県健康推進課）

○自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を図るため、自殺の危
険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門
家につなぎ、見守るゲートキーパーの役割を担う人材等を養成しま
す。
○医療、教育、労働関係など様々な分野の構成員からなる自殺対策連
絡協議会において、今後の県及び関係団体の取組について検討を行
い、自殺予防の対策に取り組みます。

図表7-1-5-1　県内における医療機関にかかっている精神疾患患者数の推移

（資料：厚生労働省「患者調査」）
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図表7-1-5-3　精神保健福祉手帳所持者数の推移

（資料：岡山県健康推進課）

図表7-1-5-4　自殺死亡率の推移

（資料：厚生労働省「人口動態統計」）
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図表7-1-5-5　自殺者の状況

図表7-1-5-6　アウトリーチによる多職種連携の状況� （単位：人）

（資料：厚生労働省「人口動態調査」）

（資料：岡山県健康推進課）

　 　 平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和２年
（2020）

令和３年
（2021）

令和４年
（2022）

全　国
自殺者数（人） 20,031 19,425 20,243 20,291 21,252

死亡率（人口10万人対） 16.1 15.7 16.4 16.5 17.4

岡山県

自殺者数（人） 254 266 257 301 292

死亡率（人口10万人対） 13.5 14.3 13.8 16.3 15.9

死亡率全国順位 ４位 ６位 ２位 24位 10位

地　　域
令和４年度

実人員 延人員

県北（委託） 5 107

県南（委託） 2 18

県南（精神保健福祉センター） 31 625

計 38 750
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（２）治療・地域移行

１ 現状と課題

現　　状 課　　題
○県内の精神科医療施設は、精神病床のある
病院が23施設、その他精神科を標榜する
医療施設は106施設となっており、人口
10万人当たりの精神病床数は279.2で、
全国平均257.2を上回っています。（図表
7-1-5-7）

○精神科病院へ勤務する医師数は全県で
193.6人（常勤換算）、人口10万人当た
り10.3で、全国（7.9）を上回っています。
また、看護師は1,068.2人、精神保健福
祉士は128.8人となっています。（図表
7-1-5-8）

○病院及び診療所の適正配置を図ることを目
的として、医療法の規定に基づき定められ
た精神病床の基準病床数は3,931床です。
また、精神科病院の入院患者数は、令和４
（2022）年６月30日現在で3,740人で
す。（図表7-1-5-9、図表7-1-5-10）

○年間の医療保護入院患者数は、人口10万
人当たり189.1で、全国（147.2）と比
べ多くなっています。（厚生労働省「令和３ 
（2021）年度・衛生行政報告例」）

○医療保護入院により１年以上入院している
患 者 の 割 合 は15.2 ％ で あ り、 全 国
（17.7％）より低くなっています。（厚生
労働省「精神保健福祉資料」（令和２～４（2020

～2022）年度平均）

○保護室隔離を受けている患者の割合は、
7.4％で、全国（4.7％）と比べ多くなっ
ています。（厚生労働省「令和４（2022）年
度精神保健福祉資料」）

○人口10万人当たりの精神病床数は、県全
域では全国を上回る精神病床が確保できて
いますが、地域により偏りが認められるた
め、地域間の連携が必要です。

○県全域を単位とした基準病床数は充足して
いるとともに、入院患者は地域移行の促進
により減少傾向となることが見込まれるこ
とから、地域の実情に応じた病床の機能分
化の方策を検討する必要があります。
○退院促進には、地域住民や当事者の家族な
どの理解を得る必要があります。
○入院医療については、人権に配慮した、適
切な制度運用が求められます。
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○身体拘束を受けている患者の割合は、
0.9％で、全国（4.2％）と比べ少なくなっ
ています。（厚生労働省「令和４（2022）年
度精神保健福祉資料」）

○入院後３か月時点の退院率は67％であ
り、全国（64％）より高くなっています。
入院後６か月時点の退院率は82％であ
り、全国（80％）より高くなっています。
入院後12か月時点の退院率は89％であ
り、全国（88％）より高くなっています。

　（厚生労働省「令和元（2019）年度精神保健福
祉資料、ナショナルデータベース」）

○令和４（2022）年６月30日における入
院患者3,740人のうち、３か月未満の在
院患者は全体の25.3％の948人、１年未
満の在院患者は全体の44％の1,648人と
なっています。（図表7-1-5-10）

○令和４（2022）年６月の１か月間に退院
した患者の退院先は、家庭復帰と障害福祉
施設をあわせると、66.8％となります。（図
表7-1-5-11）

○令和４（2022）年６月30日における入
院患者のうち１年以上在院者は2,092人
で全入院患者の約６割です。（図表7-1-5-
12）

○県で指定をしている指定自立支援医療機関
（精神通院医療）は、令和５（2023）年
４月１日現在で、病院58か所、診療所78
か所、薬局461か所、訪問看護ステーショ
ン67か所です。（図表7-1-5-13）

○精神科入院患者のうち、身体合併症により
一般科で入院治療を受けた患者数は338
人、人口10万人あたり件数は18.2と全
国（12.7）より高い水準にあります。

　（令和元（2019）年・ナショナルデータベース）

○入院期間が長期化した場合、精神障害のあ
る人の社会復帰が難しくなる傾向があるこ
とを踏まえ、できるだけ早期に退院できる
よう、精神障害のある人の退院に向けた取
組を行いつつ、必要な医療を提供するため
の体制を確保する必要があります。
○早期治療や入院時の手厚い医療、地域生活
への移行に向けた支援を充分に行うこと等
により、入院の長期化を防ぐ必要がありま
す。

○地域で生活するための在宅医療（外来医療
を含む）の充実と、保健・医療・福祉関係
機関の機能強化と連携強化が必要です。

○関係機関と連携し、日常の地域保健活動を
充実させる必要があります。
○長期入院から地域生活への移行に向けた生
活調整や障害福祉サービスとの連携が重要
です。
○訪問看護や薬局による在宅での服薬指導な
どにより、服薬及び受診の中断を防ぐ取組
が必要です。

○地域で生活する患者に必要な医療が提供さ
れ、保健・福祉サービスとの連携が行われ、
患者が身近な地域で暮らせる体制の整備が
必要です。
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○令和３（2021）年６月の１か月あたりの
精神科訪問看護利用実人員は1,197人、
10万人当たり利用者数に換算すると、
63.8であり、全国（46.5）を上回って
います。（厚生労働省「令和３（2021）年度
精神保健福祉資料」）

○精神障害のある人が自立し、社会参加でき
るよう「岡山県障害福祉計画」に沿って障
害福祉サービスの整備などにより、地域生
活の支援を進めています。

○家主などが精神疾患に対する誤解により不
安を抱いたり、保証人を確保することが困
難なことなどにより、精神疾患のある人が
住居を確保することは依然として難しい状
況にあります。

○医療導入や治療継続が困難な精神障害のあ
る人に対する包括的支援を行うため、保健
所・精神保健福祉センター中心に精神科在
宅支援（アウトリーチ）事業を実施してい
ます。

○自ら障害のある当事者がピアサポーターと
なって行う相談、支援や普及啓発が、精神
障害のある人の不安解消、精神障害のある
人への偏見解消等に有効であることから、
県内で活動しているピアサポーターを派遣
し、地域移行・地域定着を促進するととも
に、新たにピアサポーターを養成すること
で、地域のピアサポーターの確保と活動の
活性化を図っています。

○地域移行促進センター事業として、ホステ
ル事業、24時間電話相談事業を実施して
います。

○岡山県精神障害者家族会連合会や各地域の
家族会は、共同作業所を運営するなど、精
神障害のある人の社会参加のための取組を
行っています。

○地域生活支援サービスの充実を図っていく
必要があります。

○地域生活への移行を進める上で、住居の確
保は重要な課題です。

○緊急の入院等を回避する必要があることか
ら、関係機関と連携し、訪問・調整等の日
常の地域保健活動を充実する必要がありま
す。

○精神障害のある人への偏見を解消するため
の更なる普及啓発が必要です。
○ピアサポーターの養成及び派遣を実施して
いますが、ピアサポーターの活動の場の拡
大のための取組が必要です。

○退院後の地域生活に移行する上で必要な訓
練や支援を行う必要があります。

○精神障害のある人とその家族の支援を進め
るため、岡山県精神障害者家族会連合会を
はじめ地域の家族会を支援していくことが
必要です。
○精神障害のある人の地域生活を支援してい
くためには、関係機関や家族会などの関係
者が、協力して支援を行っていくことが必
要です。
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２ 施策の方向

項　　目 施策の方向
早期退院の促進 ○入院初期における手厚い医療の提供や、退院後の地域生活に必要な

福祉サービスの確保などに医師、看護職員、精神保健福祉士など多
職種チームで取り組むことにより、入院期間の短縮を図るよう、精
神科医療機関等に働きかけます。
○入院医療から地域生活への移行を推進するため、精神障害のある人
の退院後の地域生活の支援が強化されるように、外来診療、デイケ
ア、訪問診療・訪問看護などの在宅医療の充実に努めながら、地域
の実情に応じた病床の機能分化の方策を検討します。
○「岡山県障害福祉計画」に基づき、障害福祉サービス、相談支援及
び地域生活支援事業の提供体制の確保を進めるとともに、関係機関
等と連携し、社会的入院の解消を図ります。

地域移行・定着の
ための体制整備

○地域で生活していくために必要な外来受診の継続が困難な人に対し
て、保健所等による訪問活動や、医療機関等によるアウトリーチ（訪
問支援）が提供される体制を整備します。
○退院後の生活環境にも配慮しながら、入院前に診療を行っていた医
療機関等との連携を深めるため、かかりつけ医などへの研修を行い
ます。
○訪問看護や薬局による服薬指導などにより、服薬及び受診の中断を
防ぐ取組を推進します。
○精神障害のある人が地域で適切な医療が受けられるよう、心身障害
者医療費公費負担制度に精神障害のある人に対する医療費助成の枠
組みを新たに設けるとともに、市町村や保健・医療・福祉関係機関
とのさらなる連携強化を図ります。
○地域で生活する精神障害のある人が不安定になった場合への支援と
して、一時休息のために入所するホステル事業や、24時間電話相
談事業を実施します。
○一般県民への普及啓発に加え、医療機関において、当事者の家族に
対する教育を行い、精神障害への理解を深めることにより、精神障
害のある人が地域へ受け入れられやすい環境づくりを推進します。
○医療、福祉、当事者団体、行政等の関係者等で構成する検討委員会
を設置し、長期入院の解消に向けた連携強化等を図ります。
○「１年未満入院者平均退院率」等が向上するよう、各医療機関にお
ける地域移行に向けたケア会議などに、福祉サービス事業者が参加
するような仕組みづくりを進めます。



131

第
7
章

疾
病
又
は
事
業
ご
と
の
医
療
連
携
体
制
の
構
築

図表7-1-5-7　人口10万人あたりの病床数

（資料：厚生労働省「医療施設調査」）

適正な入院医療 ○精神医療審査会・実地審査等により、人権に配慮した適切な医療の
提供と入院環境の確保を推進します。特に人権侵害を疑わせる案件
に対しては、行政や精神医療審査会等関係者が一体となって厳正に
対応します。

制度の周知 ○精神障害者保健福祉手帳制度や自立支援医療（精神通院医療）制度
など、精神疾患のある人を支援する制度が支援を必要とする人に行
き届くよう、当事者だけでなく、サービスを提供する関係者に対し
ても周知を図ります。

住居の確保 ○不動産業の関係者などへの普及啓発を通じ、精神疾患のある人が住
居を確保しやすい環境づくりを進めます。

○知事が指定した住宅確保要配慮者居住支援法人（居住支援法人）に
よる、精神疾患のある人の住居確保に向けた取組を支援します。

当事者・家族との
協働、家族支援

○施策の推進にあたっては、当事者やその家族の意見を反映し、サー
ビス利用者のニーズにあったものになるよう努めるとともにピアサ
ポートを通じたサービス及びプログラムが充実するように当事者及
び家族と協働します。

○ピアサポーターの確保、ピアサポーター活動の活性化のための支援
を進めるとともに、家族等からの相談に対応する体制が充実するよ
う努めます。

○精神障害のある人やその家族の自立を促進するとともに孤立化を防
ぐために患者会や家族会交流会等を開催します。
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図表7-1-5-10　精神科病院の入院患者の状況（令和４（2022）年６月30日現在）

（資料：厚生労働省「令和４（2022）年度精神保健福祉資料」）

区　分 人数（構成比） 区分の小計による率

①１か月未満 479（12.8%）

②１か月以上３か月未満 469（12.5%） ３か月未満計：948人（①＋②の計） 25.3％

③３か月以上６か月未満 307（  8.2%） ６か月未満計：1,255人（①～③の計） 33.5％

④６か月以上１年未満 393（10.5%） １年未満計：1,648人（①～④の計） 44.0％

⑤１年以上５年未満 1,189（31.8%）

⑥５年以上10年未満 492（13.2%）

⑦10年以上20年未満 257（  6.9%）

⑧20年以上 154（  4.1%）

合　計 3,740（ 100％）

図表7-1-5-8　精神科病院の医師、看護師、その他の従事者の常勤換算数

（資料：厚生労働省「病院報告」（～平成28年）、「医療施設調査」（平成29年～））

図表7-1-5-9　入院患者（在院患者）数の推移（各年６月30日時点）

（資料：厚生労働省「精神保健福祉資料」）

区　分 平成28年 (2016) 平成29年（2017） 令和2年（2020）

医師（常勤＋非常勤） 173.9 184.8 193.6

薬剤師 58.6 55.6 49.6

看護師 1,234.1 1,231.8 1,068.2

准看護師 376.1 364.0 221.0

作業療法士 151.7 154.7 125.2

精神保健福祉士 146.4 150.1 128.8

介護福祉士 135.1 157.0 88.6
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図表7-1-5-11　各年６月の１か月間の精神科病院からの退院状況

（資料：厚生労働省「精神保健福祉資料」）

区　分 令和２（2020）年度 令和３（2021）年度 令和４（2022）年度

在　　宅
独居

300（　61.6%)
90（　17.6%） 87（　16.7%）

家族と同居 216（　42.2%） 217（　41.7%）

他院の精神病床 8（　 1.6%) 14（　 2.7%） 18（　 3.5%）

自院の精神病床以外の病床 3（　 0.6%） 4（　 0.8%） 3（　 0.6%）

他院の精神病床以外の病床 71（　14.6%） 79（　15.4%） 67（　12.9%）

障害福祉
施設

グループホーム
17（　 3.5%）

15（　 2.9%） 32（　 6.1%）

グループホーム以外 4（　 0.8%） 12（　 2.3%）

その他施設等
（救護施設・母子寮・司法関係） －（　 0.0%） 9（　 1.8%） 3（　 0.6%）

介護施設 57（　11.7%） 43（　 8.4%） 46（　 8.8%）

死亡 31（　 6.4%） 38（　 7.4%） 36（　 6.9%）

不明 0（　 0.0%） 0（　 0.0%） 0（　 0.0%）

合　　計 487（100.0%） 512（100.0%） 521（100.0%）

図表7-1-5-13　指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定状況� 各年４月１日の状況

※指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定申請書による集計取りまとめ
（資料：岡山県健康推進課）

区　分 令和元年度
 (2019)

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

病　院 60か所 59か所 58か所 59か所 58か所

診療所 80か所 82か所 81か所 86か所 78か所
薬　局 450か所 449か所 455か所 463か所 461か所
訪問看護
ステーション 54か所 57か所 61か所 64か所 67か所

合　計 644か所 647か所 655か所 672か所 664か所

図表7-1-5-12　１年以上在院患者数の推移（各年６月30日時点）

（資料：厚生労働省「精神保健福祉資料」）
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（３）精神科救急

１ 現状と課題

現　　状 課　　題
○県内を２圏域に分け、指定病床を持つ二次
救急の11病院（県南７病院、県北４病院）
で病院群輪番体制を組むとともに、平成
21（2009）年度から岡山県精神科医療
センターがバックアップを行い、令和４
（2022）年度には、岡山県精神科救急医
療システム整備事業を介した救急・急性期
患者の約８割を同センターで対応している
ところであり、病床や医療従事者を確保し
救急患者の受入体制を整備しています。

○病院群輪番体制での、休日夜間入院者数は
579人であり、救急受診を要する患者の
受入れを行っています。（令和４（2022）
年度実績、図表7-1-5-14）

○夜間及び休日の相談に応じる精神科救急情
報センターを設置し、24時間365日相談
に応じる体制を整備しています。令和４
（2022）年度における精神科救急情報セ
ンターへの相談件数は4,223件であり、
休日・夜間の症状悪化などの対応に苦慮し
ている患者や家族を積極的に支援していま
す。（図表7-1-5-15、図表7-1-5-16）

○精神科救急情報センターにおいて、身体科
救急病院等からの相談等に対し、情報収集・
調整を行うことにより、身体科救急病院等
と連携できるよう取り組んでいます。

○県が指定する救命救急センターは５施設あ
り、そのうち精神病床を有するのは３施設
です。

○救急受診を要する患者の受入れが迅速かつ
円滑に行えるよう、引き続き取り組む必要
があります。また、救急体制は地域により
偏りがあるため、その対応に取り組み、現
行の救急医療体制を維持する必要がありま
す。
○緊急の入院等を回避する必要があることか
ら、関係機関と連携し、日常の地域保健活
動を充実させる必要があります。

○精神疾患と身体疾患を合併した救急患者に
適切に対応するため、一般病院と精神科病
院との連携をより一層強化する必要があり
ます。
○自殺未遂など重篤な身体合併症患者に対応
する救急隊員など医師以外の関係者も、精
神疾患についての理解を深める必要があり
ます。
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２ 施策の方向

項　　目 施策の方向
救急体制の充実 ○指定病床を持つ二次救急病院による病院群輪番体制を運営します。

○夜間・休日に迅速かつ適切な医療を提供するため、精神科救急情報
センターを運営します。

○精神科救急医療体制の地域による偏在への対応や、現行の体制維持
のための施策に取り組みます。

○精神科救急医療システム連絡調整委員会を開催し、円滑に患者の受
入れが行われるよう、体制の充実・強化を図ります。

○精神科病院において、自院の患者やその関係者からの相談等に対し、
夜間・休日も対応できる体制を整備するよう働きかけます。

○精神科診療所において、精神科救急情報センターからの自院の患者
に関する問合わせに対し、夜間・休日も対応できる体制を整備する
よう働きかけます。

救急における
身体合併症

○精神科以外の医師による身体合併症患者への対応力向上のため、か
かりつけ医への精神疾患に関する研修を継続します。

○救急隊員など医師以外の関係者へも、精神疾患に関する普及啓発な
どを実施します。

○自殺未遂者や身体合併症患者へ適切に対応するため、身体疾患に対
応する医療機関と精神科医療機関との連携体制を構築します。

○令和３（2021）年度の年間の措置入院患
者数は、人口10万人当たり2.3で、全国
（5.9）と比べ低くなっています。また、
令和４（2022）年度の通報・届出件数は
年間約300件で、措置入院件数は49件と
なっています。（図表7-1-5-17、図表7-1-5-
18）

○措置入院後の入院患者の退院に向けた支援
と退院後の地域生活定着のための支援が重
要です。
○措置入院や医療保護入院を利用しなければ
ならないほど症状を重症化させないために
は、地域生活を支える保健・医療・福祉サー
ビスの充実が必要です。
○訪問看護や薬局による在宅での服薬指導な
ど、服薬及び受診の中断を防ぐ取組が必要
です。【再掲】
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措置入院等への対応 ○措置入院等緊急時の対応においては、当事者の負担を最小限とする
ため、平素からの地域保健活動と一連の円滑な対応となるよう、保
健所は積極的に関与するものとします。
○措置入院した患者が退院後に社会復帰のために必要な医療や地域生
活定着のための支援を確実に受けることができるよう、措置入院中
から退院後支援計画を作成し、県、市町村をはじめ、医療機関や保
健医療及び福祉サービス事業所など関係機関と連携を図りながら、
退院後の生活を支援します。
○診察により措置入院不要と診断された場合においても、地域保健活
動への引継が速やかに行われるよう、保健所は関係機関と綿密な連
携を図るものとします。

図表7-1-5-14　精神科病院群輪番体制の入院者数の推移（各年度末）

（資料：岡山県健康推進課）

図表7-1-5-15　精神科救急情報センターの相談件数の推移（各年度末）

（資料：岡山県健康推進課）
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図表7-1-5-17　岡山県内における措置入院件数の推移

（資料：厚生労働省「衛生行政報告例」）

図表7-1-5-16　精神科救急情報センターの相談件数の内訳（令和４（2022）年度）

（資料：岡山県健康推進課）

本人
75.8%

家族
14.4%知人・友人

1.3%

救急隊
0.4％

医療機関
（精神科）
1.2％

医療機関
（精神科以外）
2.1%

警察
0.5％

保健所
0.3％

その他関係機関
2.2％
その他
0.6％

不明
1.3%

図表7-1-5-18　岡山県内における通報件数と措置入院件数

（資料：岡山県健康推進課）

年　度 申請・通報・
届出件数

診察の必要
なし

診察を受けた者

29条該当
（措置入院）

29条該当
なし

平成30（2018）年度 315件 214件 101件 46件 55件

令和 元（2019）年度 353件 213件 140件 54件 87件

令和 ２（2020）年度 445件 282件 163件 67件 96件

令和 ３（2021）年度 339件 203件 136件 43件 93件

令和 ４（2022）年度 326件 209件 117件 49件 68件
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（４） 身体合併症

１ 現状と課題

２ 施策の方向

現　　状 課　　題
○精神科入院患者のうち、身体合併症により
一般科で入院治療を受けた患者数は338
人、人口10万人あたり件数は18.2と全
国（12.7）より高い水準であり、一般科
医療機関で精神科疾患患者の受け入れ体制
が充実しています。（令和元（2019）年・ナ
ショナルデータベース）【再掲】

○精神科入院患者で重篤な身体合併症の診療
を受けた患者数は1,018人、人口10万人
あたり件数は54.6と全国（34.5）より
高い水準であり、精神科医療機関で内科・
外科などの医療を提供する体制が全国より
充実しています。（令和元（2019）年・ナショ
ナルデーターベース）

○精神科救急情報センターにおいて、身体科
救急病院等からの相談等に対し、情報収集・
調整を行うことにより、身体科救急病院等
と連携できるよう取り組んでいます。【再
掲】

○精神科医師は、がん、糖尿病等の生活習慣
病の予防と重症化防止のため、生活習慣病
を合併する患者の他、急性の身体疾患患者
にも対応する能力や、身体科医師との連携
が必要となっています。
○身体科の医師は、患者が併せ持つ精神疾患
に対応する能力または精神科の医師との連
携が求められています。
○透析治療や歯科疾患など、精神疾患のある
人で専門的かつ定期的に治療を施す必要が
ある患者には、専門医療機関との連携によ
り対応する必要があります。

項　　目 施策の方向
身体合併症 ○関係機関と連携して精神科医師の身体合併症への対応力向上を図る

とともに、精神科医療機関と身体科医療機関の連携体制を構築しま
す。
○精神科以外の医師による身体合併症患者への対応力向上のため、か
かりつけ医への精神疾患に関する研修を実施します。
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（５）専門医療

１ 現状と課題

現　　状 課　　題
○児童思春期精神科医療については、子ども
の心の診療拠点病院である岡山県精神科医
療センターを中核とした医療提供体制が整
備されています。重度の患者に対しては入
院によるケアも行っています。
○摂食障害については、厚生労働科学研究に
おいて、摂食障害患者は、女子中学生の
100人に１～２人、男子中学生の1,000
人に２～５人いると推計されており、県内
の中学生数にあてはめると300人～700
人程度が摂食障害を抱えていることになり
ます。（令和３（2021）年度岡山県学校基本
調査結果より推計）

○統合失調症については、岡山県精神科医療
センターにおいて、平成26（2014）年
度より精神病床に入院中の難治性患者に対
して、精神科病院と他の医療機関とのネッ
トワーク等、地域での支援体制を構築し、
難治性患者の地域生活への移行を支援する
ことを目的とした、難治性精神疾患地域移
行促進事業を行っています。
○重度アルコール依存症入院医療管理加算届
出医療機関が７施設あります（令和元
（2019）年）。その他薬物等依存症につい
ては、岡山県精神科医療センターを中心に
医療が提供されています。依存症に関する
専門的な相談支援、関係機関との連携調整
等を実施する「依存症治療拠点機関」とし
て岡山県精神科医療センターを指定してお
り、地域における依存症の治療・回復支援
体制の構築を図っています。

○現在整備されている専門医療を担当する医
療機関と、他の医療機関との連携により、
専門医療が全県で共有される必要がありま
すが、その提供体制には地域による偏りが
あります。
○摂食障害患者が早期に適切な支援を受けら
れるよう、摂食障害に対応できる専門職の
養成や多職種連携・多施設連携の推進が必
要です。

○統合失調症患者が早期に適切な支援を受け
られるよう、専門職の養成、治療抵抗性統
合失調症治療薬等による専門的治療の普及
を推進するための多職種連携・多施設連携
体制の構築が必要ですが、その体制には地
域による偏りがあります。

○依存症（アルコール・薬物・ギャンブル等）
に対応できる専門職の養成、発生予防・進
行予防・再発予防の各段階での医療や相談
支援体制の構築が必要です。
○依存症に対する正しい知識の普及啓発が必
要です。
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○高次脳機能障害については、支援拠点機関
である川崎医科大学附属病院及び旭川荘を
中心に、地域の医療機関や行政機関等とも
連携して支援しています。

○てんかん患者については、平成27
（2015）年度に小児神経科、脳神経内科、
脳神経外科、精神科神経科などが連携した
高度な専門治療に取り組む岡山大学病院を
県のてんかん診療拠点機関として指定し、
てんかんに関する知識の普及啓発、患者・
家族の相談支援・治療、医療従事者への研
修、地域連携支援体制の構築のための協議
会の開催等に取り組んでいます。

○医療観察法対象者に対して人権に配慮した
医療を提供するため、岡山県精神科医療セ
ンターが指定入院医療機関に指定されてい
ます。また、保護観察所と県内10か所の
指定通院医療機関、保健所、精神保健福祉
センター、市町村等が連携し、対象者の地
域生活移行を支援しています。

○小児科医や乳幼児健診に携わる医師に対す
る研修を実施するなど、発達障害の早期発 
見及び早期支援のための体制整備を進めて
います。

○地域における関係機関との連携及び支援手
法の普及を強化し、支援体制の充実を図る
ことが必要です。

○てんかん診療拠点機関（岡山大学病院）を
中心とした県内医療機関や教育機関等との
連携強化によるてんかん患者への適切な支
援が必要です。

○乳幼児健診等を通じて発達障害の疑いのあ
る子どもを早期に把握し、確実に診断や療
育等の適切な支援につなげる必要がありま
す。 
○早期療育のほか、就学期や成人期において
必要な支援が受けられるよう、各地域にお
いて適切に発達障害の診断や発達支援がで
きる専門的な医療機関や支援機関を確保す
る必要があります。
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２ 施策の方向

項　　目 施策の方向
専門医療 ○児童思春期精神医療、治療抵抗性統合失調症、依存症、高次脳機能

障害、てんかん、発達障害等、専門的な医療の提供にあたっては、
地域間の医療提供体制の偏在の軽減が図られるよう、専門医療機関
と他の医療機関との一層の連携を進め、必要な専門医療が受けられ
る体制の整備に取り組みます。

○児童思春期精神医療については、多職種によるチーム医療や学校と
の連携などの成果を活かしつつ、対象者の成長段階に応じた医療の
提供を目指します。

○岡山県精神科医療センターや民間医療機関において、アルコール・
薬物等依存症患者や児童思春期事例、治療抵抗性統合失調症等の専
門医療の対応を行っていますが、その中で特に対応困難な事例を精
神科医療センターにおいて対応しています。さらに、他の精神科医
療機関等との連携を推進するとともに、生活の場でも継続した適切
な医療が提供できるよう取組を行っていきます。

○第２期岡山県アルコール健康障害対策推進計画に基づき、不適切な
飲酒の影響による心身の健康障害や、さらにはそこから引き起こさ
れるアルコールに関連する社会問題（飲酒運転、暴力、虐待、自殺
等）、節度ある飲酒習慣、アルコールに頼ってしまわない余暇の過
ごし方等について、市町村や関係団体とともに、広く県民に理解を
深めてもらうよう取り組みます。

○てんかんについては、てんかん診療拠点機関（岡山大学病院）が県
内医療機関等との連携強化によりてんかん診療の拠点施設として機
能するよう、連携を強化して取組を促進します。

○発達障害の疑いのある子どもを早期に把握し、確実に専門機関での
診断や療育等の適切な支援につなげるための取組を進めます。

○子どもの心の診療拠点病院を中心に、各地域において、発達障害に
専門的に携わる医師や関係専門職の育成等を図り、全県的なネット
ワークの構築を進めます。

○発達障害について身近に相談できるかかりつけ医等の医療従事者を
養成するための研修を実施します。

○専門医療にかかる患者についても、障害福祉サービス事業者等との
連携により早期に退院し、地域で生活ができる体制の整備を進めま
す。
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図表7-1-5-19　精神疾患に係る医療連携体制（認知症を除く）

（資料：岡山県健康推進課）

精神科医療機関､ 救命救急センター､ 一般の医療機関、消防署　等

予　防 地　域

アクセス

入院医療

専門医療

○健康教育・普及啓発・早期相談
　医療機関（かかりつけ医等）
　企業・学校
　保健所、精神保健福祉センター
　市町村

○早期発見・早期治療
　医療機関（かかりつけ医等）
　薬局
　保健所、精神保健福祉センター
　市町村

○医療の提供
　精神科医療機関
　・�医師、看護師、作業療法

士、心理専門職、精神保
健福祉士､ 薬剤師等で構
成される多職種チームに
よる、早期退院に向けた
総合的な医療の提供

　・�地域移行に向けた、相談
支援事業所などの障害福
祉サービス事業所との連
携

○権利擁護
　精神医療審査会
　法務局・県関係部所　等

○精神科救急体制
　精神科救急医療施設

○相談窓口
　精神科救急情報センター
　精神科病院・診療所

○医療の提供
　精神科医療機関
　薬局
　精神科デイケア
　訪問看護ステーション　等

　・�アウトリーチ等、多職種
チームによる医療の提供

　・�地域定着に向けた、相談
支援事業などの障害福祉
サービス事業所との連携

○生活支援
　当事者・家族会
　相談支援事業所
　障害福祉サービス事業所
　入居支援センター　　等

○地域保健
　保健所
　精神保健福祉センター
　市町村

精神科医療

外来診療等

精神科救急

できるだけ
早期の退院

身体合併症

専門医療機関（児童思春期精神科医療、依存症､ てんかん、高次脳機能
障害､ 発達障害､ 医療観察法による医療)

情報の共有と
顔の見える連携
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図表7-1-5-20　地域包括ケアシステムにおける精神障害のある人への支援

（資料：岡山県健康推進課）

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要

精神障害のある人が地域で安心して暮らすことができるよう、市町村が主体となり、県精神保健福祉セ
ンターや保健所と連携を図りつつ、精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、当事者・ピ
アサポーター、家族、居住支援関係者などとの重層的な連携による支援体制を構築していくための取組
を実施しています。
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（６）認知症

１ 現状と課題

現　　状 課　　題
○県内における「認知症高齢者の日常生活自
立度Ⅱ」以上の認知症の人の数は、令和７
（2025）年度には約79,000人と推計さ
れます。

　（長寿社会課「第7期岡山県高齢者保健福祉計画・
介護保険事業支援計画」（平成30（2018）年

３月）

○認知症の大部分を占めるアルツハイマー病
や脳血管性認知症は、生活習慣病（高血圧
症、糖尿病、脂質異常症など）との関連が
あるとされています。

○若年性認知症の人の数は、日本医療研究開
発機構認知症研究開発事業によって実施し
た調査によると、18～64歳人口における
人口10万人当たり50.9人と推計されて
います。

　（日本医療研究開発機構認知症研究開発事業によ
る「若年性認知症の有病率・生活実態把握と多

元的データ共有システムの開発」（令和２

（2020）年３月））

○認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医
の相談役や、医療機関と地域包括支援セン
ター等との連携の推進役となる認知症サ
ポート医を養成しています。（長寿社会課・
令和４（2022）年度末実績・図表7-1-5-21）

○かかりつけ医による早期診断・早期対応を
推進するため、かかりつけ医に対する研修
を実施しています。（長寿社会課・令和４
（2022）年度末実績・図表7-1-5-21）

○認知症の人が尊厳を保持しつつ、希望を
持って暮らすことができるよう、「共生社
会の実現を推進するための認知症基本法
（令和５年法律第65号）」の基本理念に基
づき、良質かつ適切な保健医療サービス及
び福祉サービスが切れ目なく提供される体
制の構築等を図る必要があります。
○認知症は早期診断・早期対応により、未治
療の場合と比べ、長い期間症状の軽い状態
で地域生活を維持することができます。

○認知症の発症予防のためには、健康なライ
フスタイル（運動・栄養）を推進する必要
があります。

○若年性認知症に関する普及啓発を行い、早
期診断・早期対応へとつなげる必要があり
ます。
○居場所づくり・就労・社会参加支援など若
年性認知症の特性に配慮した支援を行う必
要があります。

○認知症サポート医の養成は、地域バランス
も考慮する必要があります。

○かかりつけ医による早期診断・早期対応と
日常の健康管理が重要であることから、さ
らなる受講者の増加を図る必要がありま
す。
○かかりつけ医等と認知症に関する専門的知
識を有する医師との連携を促進する必要が
あります。
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○歯科医師による口腔機能の管理や薬剤師に
よる服薬指導等を通じた早期発見を推進す
るため、歯科医師及び薬剤師に対する研修
を実施しています。（長寿社会課・令和４
（2022）年度末実績・図表7-1-5-21）

○県内９医療機関を認知症疾患医療センター
に指定し、周辺症状や身体合併症を伴う認
知症の人の受入体制を整備するとともに、
認知症の鑑別診断や、認知症に関する研修
会等を実施しています。

○一般病院において認知症の人が適切な医療
を受けることができるよう、病院に勤務す
る医療従事者や看護職員向けの研修を実施
しています。（長寿社会課・令和４（2022）
年度末実績・図表7-1-5-21）

○認知症介護に携わる人材の資質向上を図
り、適切なケアが行われるよう、国の研修
体系に沿って介護従事者への研修を実施し
ています。（長寿社会課・令和４（2022）年
度末実績・図表7-1-5-21）

○医療・介護等の連携を推進するため、認知
症地域連携パスや認知症ケアパスの作成、
運用体制の構築に係る経費への補助を行っ
ています。

○認知症を正しく理解し、認知症の人とその
家族を温かく見守る認知症サポーターの養
成に取り組んでおり、これまで累計
224,978人が養成講座を受講していま
す。（長寿社会課・令和4（2022）年度末実績）
○認知症サポーター養成講座の講師役を担う
キャラバン・メイトの養成研修を実施して
おり、累計3,249人が受講しています。（長
寿社会課・令和４（2022）年度末実績）

○歯科医師、薬剤師が、認知症の疑いのある
人に早期に気づき、かかりつけ医等と連携
して対応できるよう体制を整備する必要が
あります。

○他の認知症疾患医療センターや医療機関等
と連携しながら、地域の拠点としての機能
を確保する必要があります。
○保健医療・介護・福祉関係者と認知症疾患
医療センターの連携体制を構築する必要が
あります。
○認知症の人が身体合併症を併発したとき、
外来診療や入院治療に対応可能な医療機関
を確保する必要があります。

○良質なケアを担う介護人材を質・量ともに
確保する必要があります。

○認知症の発症初期から終末期に至るまで、
容態に応じた適切な医療・介護・福祉サー
ビスが切れ目なく提供される体制を構築す
る必要があります。
○認知症の人が安心して在宅で生活できるよ
う、在宅療養を支える看護・介護従事者は
認知症ケアの知識・技術を修得する必要が
あります。
○認知症の人が尊厳を保持しつつ、希望を
持って暮らすことができるよう、認知症に
関する正しい知識・理解について、引き続
き、県民への普及啓発を行う必要がありま
す。
○認知症サポーターの量的な拡大に加え、認
知症の人とその家族の支援ニーズとサポー
ターを中心とした支援をつなぐ仕組み
（チームオレンジ）を整備する必要があり
ます。
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○「認知症コールセンター」を運営し、認知
症の人とその家族からの相談に応じていま
す。

○認知症の人とその家族の交流事業を実施し
ています。

○認知症の疑いのある人等への訪問支援を行
う認知症初期集中支援チームが25市町
に、医療・介護等の連携を推進する認知症
地域支援推進員が26市町村に配置されて
います。

　（長寿社会課・令和４（2022）年度末実績）

○認知症の人を身近で支える家族への支援を
継続する必要があります。

○認知症初期集中支援チームと認知症地域支
援推進員による地域の実情に応じた効果的
な活動を推進する必要があります。

図表7-1-5-21　認知症ケアに携わる人材育成について

※修了者数は、令和４年度末時点

（資料：岡山県長寿社会課）

研　修　名 修了者数 概　要

認知症サポート医養成研修 277人 かかりつけ医の相談役や、医療と介護の連携の推
進役となる人材を養成するもの

かかりつけ医認知症対応力向上研修 1,941人 かかりつけ医が、適切な認知症診療の知識・技術
等を学ぶもの

歯科医師認知症対応力向上研修 913人 歯科医師が、認知症の人や家族を支えるために必
要な基本知識等を学ぶもの

薬剤師認知症対応力向上研修 2,063人 薬剤師が、認知症の人や家族を支えるために必要
な基本知識等を学ぶもの

病院勤務の医療従事者向け
認知症対応力向上研修 2,234人 一般病院の医師や看護師等が、認知症の症状の特

徴や適切な対応方法等を学ぶもの

看護職員認知症対応力向上研修 558人 看護職員が、認知症ケアの基本知識や認知症の特
徴に対する実践的な対応力等を学ぶもの

認知症介護実践研修（実践者研修） 10,355人 介護保険施設・事業所等の従事者が、認知症介護
の理念、知識及び技術を学ぶもの

認知症介護実践研修
（実践リーダー研修） 1,352人 実践者研修修了者が、ケアチームのリーダーとな

るための知識及び技術を学ぶもの

認知症介護指導者養成研修 49人 認知症介護実践研修を企画・立案し、講義を行う
ことのできる人材を養成するもの
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２ 施策の方向

項　　目 施策の方向
発症予防
早期診断
早期対応

○運動不足の改善、糖尿病や高血圧症等の生活習慣病の予防等が、認
知症の発症を遅らせることができる可能性が示唆されていることか
ら、規則正しくバランスの取れた食生活や運動習慣の定着、適正体
重の維持、禁煙の促進、多量飲酒の防止などを通じて、生活習慣病
の発症予防、重度化予防に努めます。

○県民への普及啓発により、自身や身近な人の認知症に早期に気付い
て速やかに適切な機関に相談できる意識の醸成を図ります。

○かかりつけ医が、認知症の疑いがある人を必要に応じて専門医療機
関につなぐとともに、診断後の日常の健康管理を適切に行えるよう
研修を実施します。

○若年性認知症の人が適切な支援を受けられるよう、相談窓口となる
市町村や地域包括支援センターの職員等への研修を実施します。

医療・介護連携体制
の整備

○認知症疾患医療センターを中核として、各二次保健医療圏ごとに適
切な鑑別診断や、周辺症状と身体合併症への急性期対応ができる体
制を整備します。

○各二次保健医療圏において、認知症疾患医療センターが中心となり、
保健医療・介護・福祉関係者に対する研修や連携協議会等を開催し、
地域の関係者の資質向上と連携強化を図ります。

○地域の実情に応じた認知症地域医療体制が構築されるよう、医師会
や市町村と連携して、認知症サポート医の養成を進めます。

○かかりつけ医が、認知症の初期症状や発症後の対応から家族支援の
方法まで幅広く学び、認知症への対応力が向上するよう研修を実施
します。

○身体合併症を伴う認知症の人が、入院した時に認知症が悪化するこ
となく、適切な治療とケアを受けることができるよう、一般病院に
勤務する医療従事者や看護職員に対する研修を実施します。

○認知症の人が、本人主体の適切なケアを受けることができるよう、
認知症介護従事者に対する研修を実施します。

○認知症の人の在宅療養を支える看護・介護従事者、歯科医師、薬剤
師に対する研修を実施します。

○認知症地域連携パスの普及や事例検討会の開催等を通じて医療と介
護の連携を推進します。
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地域生活支援 ○認知症サポーターやキャラバン・メイトの養成、県民への普及啓発
等により、認知症の人を地域で支えることができる意識の醸成を図
るとともに、チームオレンジを整備する市町村の取組を支援します。
○「認知症コールセンター」の運営や、家族交流会の開催などにより、
認知症の人やその家族を支援します。
○「おかやま若年性認知症支援センター」の運営及び若年性認知症支
援コーディネーターの配置、当事者及び家族の集いの開催などによ
り、若年性認知症の人とその家族等を支援します。
○市町村に配置される認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推
進員が地域の実情に応じて効果的に機能するよう、先進事例の紹介
や人材育成等を通じて市町村の取組を支援します。

図表7-1-5-22　地域包括ケアシステムにおける認知症の人への支援

（資料：岡山県長寿社会課）

○�　認知症になっても、本人の尊厳が重視され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現を目指す。
○�　認知症の人も含めた高齢者の地域での生活を支えるため、医療・介護・予防・住まい・生活支
援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現。
○�　若年性認知症の人に対しては、若年性認知症の特性に配慮した就労・社会参加支援等、様々な
分野にわたる支援を総合的に実施する。

地域包括ケアシステムにおける認知症の人への支援
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３ 数値目標

項　　目 現　　状 令和11年度末目標
（2029）

自殺死亡率（人口10万対） 15.9
Ｒ４年（2022）

13.0以下
Ｒ７年（2025）

入院後３か月時点の退院率 67％
Ｒ元年度（2019）

68.9％
Ｒ８年度（2026）

入院後６か月時点の退院率 82％
Ｒ元年度（2019）

84.5％
Ｒ８年度（2026）

入院後12か月時点の退院率 89％
Ｒ元年度（2019）

91.0％
Ｒ８年度（2026）

退院後１年以内の地域生活における
平均生活日数

320日
Ｒ元年度（2019）

32５.３日
Ｒ８年度（2026）

精神病床における慢性期（１年以上）
入院患者数

＜65歳以上＞
1,441人

＜65歳未満＞
651人

Ｒ４年度（2022）

＜65歳以上＞
1,418人以下
＜65歳未満＞
607人以下

Ｒ８年度（2026）
ピアサポーター登録数 38人

Ｒ５. ３末
（2023）

80人

認知症サポート医養成研修修了者数（累計） 277人
Ｒ５. ３末
（2023）

365人
Ｒ９. ３末
 （2027）

かかりつけ医認知症対応力向上研修
修了者数（累計）

1,941人
Ｒ５. ３末
（2023）

2,200人以上
Ｒ９. ３末
（2027）

歯科医師認知症対応力向上研修
修了者数（累計）

913人
Ｒ５. ３末
（2023）

1,360人以上
Ｒ９. ３末
（2027）

薬剤師認知症対応力向上研修
修了者数（累計）

2,063人
Ｒ５. ３末
（2023）

3,030人以上
Ｒ９. ３末
（2027）

病院勤務の医療従事者向け
認知症対応力向上研修修了者数（累計）

2,234人
Ｒ５. ３末
（2023）

2,900人以上
Ｒ９. ３末
（2027）

看護職員認知症対応力向上研修修了者数（累計） 558人
Ｒ５. ３末
（2023）

730人以上
Ｒ９. ３末
（2027）

認知症疾患医療センター数 ９か所
Ｒ５. ４. １
（2023）

二次保健医療圏
ごとに１か所以上
Ｒ９. ３末
（2027）

認知症サポーター養成講座受講者数（累計） 224,978人
Ｒ５. ３末
（2023）

280,000人
Ｒ９. ３末
（2027）
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（参考）精神疾患の医療に係る医療機関等（令和６（2024）年４月１日現在）

医療機関名等 備考
措置入院患者を受け入れることができる病院
岡山大学病院
岡山県精神科医療センター
河田病院
慈圭病院
万成病院
林精神医学研究所附属林道倫精神科神経科病院
山陽病院
倉敷仁風ホスピタル
ももの里病院
さきがけホスピタル
積善病院
希望ヶ丘ホスピタル
応急入院指定病院
岡山県精神科医療センター
慈圭病院
林精神医学研究所附属林道倫精神科神経科病院
希望ヶ丘ホスピタル
精神科救急情報センターを運営している病院
岡山県精神科医療センター（公募による選定）
認知症疾患医療センター
岡山大学病院
慈圭病院
川崎医科大学附属病院
倉敷平成病院
きのこエスポアール病院
さきがけホスピタル
向陽台病院
積善病院
岡山赤十字病院 岡山市
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【ストラクチャー指標】※医療サービスを提供する物質資源、人的資源及び組織体制を測る指標

【精神疾患】

区分 指標名 調 査 年
（周期） 調査名等 現状 備考全国 岡山県

予防・
アクセス

かかりつけ医等の心の健康対応力
向上研修修了者数（累計）

R４年度
（2022）
（毎年）

県とりまとめ － 928人

治療・
地域生活
支援

精神科を標榜する
施設数

病院
R２年

（2020）
（３年毎）

医療施設調査

2,822施設
（2.2施設）

47施設
（2.5施設）（人口10万対）

うち精神科
病院

1,059施設
（0.8施設）

16施設
（0.8施設）（人口10万対）

一般診療所 3,599施設
（2.9施設）

59施設
（3.1施設）（人口10万対）

精神科病院で従事する医師数
（常勤換算）

R２年
（2020）
（３年毎）

医療施設調査 9,908.3人
（7.9）

193.6人
（10.3） （人口10万対）

精神科訪問看護を
提供する施設数

病院 R２年
（2020）
（３年毎）

医療施設調査

729施設
（0.6施設）

９施設
（0.5施設）（人口10万対）

一般診療所 477施設
（0.4施設）

９施設
（0.5施設）（人口10万対）

精神科
救急

精神科救急医療施設数
R２年度

（2020）
（毎年）

精神科救急医療体
制整備事業報告

1,207施設
（0.8施設）

12施設
（0.6施設）（人口10万対）

精神医療相談窓口の設置状況
R２年度

（2020）
（毎年）

精神科救急医療体
制整備事業報告

34都道府県
で開設 開設

精神科救急情報センターの
開設状況

R２年度
（2020）
（毎年）

精神科救急医療体
制整備事業報告

44都道府県
で開設 開設

身体
合併症

精神科救急・合併症対応施設数
R２年度

（2020）
（毎年）

精神科救急医療体
制整備事業報告

46施設
（0.0施設）

０施設
（0.0施設）（人口10万対）

身体合併症を診療している精神病
床を持つ病院数（精神科救急・合
併症入院料+精神科身体合併症管理
加算）

R元年度
（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル
データベース

1,015施設
（1.06施設）

21施設
（1.13施設）（人口10万対）

精神疾患の受入体制を持つ
一般病院数（精神疾患、診療体制
加算＋精神疾患患者受入加算）

R元年度
（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル
データベース

947施設
（0.88施設）

21施設
（1.13施設）（人口10万対）

専門医療

児童思春期精神科
入院医療管理料を算定された
精神病床を持つ病院数

R元年度
（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル
データベース

46施設
（0.0施設）

１施設
（0.1施設）（人口10万対）

重度アルコール依存症
入院医療管理加算を算定された
精神病床を持つ病院数

R元年度
（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル
データベース

213施設
（0.2施設）

７施設
（0.38施設）（人口10万対）

医療観察法指定通院
医療機関数

病院 R４年度
（2022）
（毎年）

精神科救急医療体
制整備事業報告

603施設
（0.5施設）

９施設
（0.5施設）（人口10万対）

一般診療所 94施設
（0.1施設）

１施設
（0.1施設）（人口10万対）

認知症

「かかりつけ医認知症対応力
向上研修」累計参加者数 R4.3.31

（2022）
（毎年）

厚生労働省
とりまとめ

72,299人
（57.1）

1 ,870 人
（99.7） （人口10万対）

認知症サポート医養成研修
累計修了者数

12,370人
（9.8）

258人
（13.8） （人口10万対）

類型別認知症疾患
医療センター数

（基幹型）
R4.10

（2022）
（毎年）

厚生労働省
とりまとめ

21施設
（0.0施設）

０施設
（0.0施設）（人口10万対）

（地域型） 382施設
（0.3施設）

８施設
（0.4施設）（人口10万対）

（連携） 96施設
（0.1施設）

１施設
（0.1施設）（人口10万対）
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【精神疾患】
【プロセス指標】※実際にサービスを提供する主体の活動や、他機関との連携体制を測る指標

区分 指標名 調査年
（周期） 調査名等 現状 備考全国 岡山県

予
防
・
ア
ク
セ
ス

保健所及び市町村が
実施した精神保健福祉
相談等の被指導数

実人員 R３年度
（2021）
（毎年）

地域保健・
健康増進事業報告

421,200人
（334.5）

16,076人
（855.4） （人口10万対）

延人員 3,349,192人
（2659.6）

76,338人
（4062.1）（人口10万対）

精神保健福祉センターに
おける相談数

実人員

R３年度
（2021）
（毎年）

衛生行政報告例

19,416人
（15.5）

693人
（36.9） （人口10万対）

延人員 101,656人
（81.0）

4,759人
（253.7） （人口10万対）

精神保健福祉センターに
おける講演会等

開催回数 533回
（0.4回）

９回
（0.5回） （人口10万対）

延人員 57,454人
（45.8）

950人
（50.6） （人口10万対）

保健所及び市町村が
実施した精神保健福祉
訪問指導の被指導数

実人員 R３年度
（2021）
（毎年）

地域保健・
健康増進事業報告

138,055人
（109.6）

4,300人
（228.8） （人口10万対）

延人員 346,498人
（275.2）

11,351人
（604） （人口10万対）

精神保健福祉センターに
おける訪問指導数

実人員 R３年度
（2021）
（毎年）

衛生行政報告例

2,465人
（2.0）

347人
（18.5） （人口10万対）

延人員 10,384人
（8.3）

3,269人
（174.3） （人口10万対）

治
療
・
地
域
生
活
支
援

精神科地域移行実施加算届出
施設数

R３年度
（2021）
（毎年）

診療報酬施設基準 376施設
（0.3施設）

６施設
（0.3施設） （人口10万対）

精神障害者保健福祉手帳
交付台帳搭載数

R３年度
（2021）
（毎年）

衛生行政報告例 1,263,460人
（1006.7）

16,713人
（890.9） （人口10万対）

精神科訪問看護の
利用者数
※H30以降の
データ算出方法

精神病床を
有する医療

機関 R３年度
（2021）
（毎年）

精神保健福祉資料

48,139人
（38.0）

883人
（47.1） （人口10万対）

精神病床を
有しない医
療機関

10,736人
（8.5）

314人
（16.7） （人口10万対）

精
神
科
救
急

精神科救急医療機関の
夜間・休日の対応状況

受診件数
R３年度

（2021）
（毎年）

精神科救急医療
体制整備事業報告

45,465人
（35.4）

844人
（43.8） （人口10万対）

入院件数 20,280人
（15.8）

578人
（24.7） （人口10万対）

精神科救急情報センターへの
相談件数

68,607件
（53.4件）

3,985件
（46.5件） （人口10万対）

年間措置入院患者数 R３年度
（2021）
（毎年）

衛生行政報告例
5.9 2.3 （人口10万対）

年間医療保護入院患者数 147.2 189.1 （人口10万対）

医療保護入院患者１年以上入院率

R2～R4
（2020 ｰ
2022）
年度

精神保健福祉資料 17.7%
（３年平均）

15.2%
（３年平均）

保護室隔離患者数 R４年度
（2022）
（毎年）

精神保健福祉資料

12,160人
（9.6）

276人
（14.7） （人口10万対）

身体拘束患者数 10,903人
（8.6）

33人
（1.8） （人口10万対）

身
体
合
併
症

精神科入院患者のうち身体合併症の
入院治療を一般科で受けた患者数

（精神疾患診療体制加算＋精神科疾
病患者等受入加算）

R元年度
（2019）
（毎年）

ナショナル
データベース

15,737人
（12.7）

338人
（18.2） （人口10万対）

精神科入院患者で重篤な身体合併症
の診療を受けた患者数（精神科救急・
合併症入院料+精神科身体合併症管
理加算）

R元年度
（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル
データベース

38,725人
（34.5人）

1,018人
（54.6人） （人口10万対）
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現
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を
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た
め
の
指
標

【アウトカム指標】※医療サービスの結果としての住民の健康状態を測る指標

区分 指標名 調査年
（周期） 調査名等 現状 備考全国 岡山県

すべて

入院後３ヶ月時点の退院率
R元年度

（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル

データベース
64% 67%

入院後６ヶ月時点の退院率
R元年度

（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル

データベース
80% 82%

入院後12ヶ月時点の退院率
R元年度

（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル

データベース
88% 89%

新規入院患者の平均在院日数
R元年度

（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル

データベース
110日 104日

退院後１年以内の
地域における平均生活日数

R元年度
（2019）
（毎年）

精神保健福祉資料
ナショナル

データベース
322日 320日

急性期入院患者数
（65歳以上）

R４年度
（2022）
（毎年）

精神保健福祉資料 28,918人
（23.0）

504人
（27.1）

施設所在地
ベース

（人口10万対）

急性期入院患者数
（65歳未満）

R４年度
（2022）
（毎年）

精神保健福祉資料 26,293人
（20.9）

444人
（23.8）

施設所在地
ベース

（人口10万対）

回復期入院患者数
（65歳以上）

R４年度
（2022）
（毎年）

精神保健福祉資料 29,642人
（23.5）

518人
（27.8）

施設所在地
ベース

（人口10万対）

回復期入院患者数
（65歳未満）

R４年度
（2022）
（毎年）

精神保健福祉資料 13,757人
（10.9）

182人
（9.8）

施設所在地
ベース

（人口10万対）

慢性期入院患者数
（65歳以上）

R４年度
（2022）
（毎年）

精神保健福祉資料 104,836人
（83.3）

1,441人
（77.4）

施設所在地
ベース

（人口10万対）

慢性期入院患者数
（65歳未満）

R４年度
（2022）
（毎年）

精神保健福祉資料 55,474人
（44.1）

651人
（35.0）

施設所在地
ベース

（人口10万対）

自殺死亡率
R３年

（2021）
（毎年）

人口動態調査 16.5 16.3 （人口10万対）


